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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ｉ個の周波数チャネル(CH1_CHi)の各々を複数の無線基地局に割り当て、各無線基地局
が自身に割り当てられた周波数チャネルＣＨｘを用いてＯＦＤＭ方式により移動局と通信
を行う無線通信システムであって、
　上記無線基地局は、
　無線ゾーンの割当て周波数チャネルＣＨｘを用いた上記移動局からの通信要求に応じて
、隣接する他の基地局で使用されていない、上記周波数チャネルＣＨｘ以外のｋ個の周波
数チャネルを上記移動局に割り当てるチャネル割当て制御手段と、
　上記周波数チャネルＣＨｘを含むｋ＋１個（ｋ≦ｉ－１）の周波数チャネルを使用して
、上記移動局との間でデータの送受信を行う送受信手段とを備え、
　上記移動局は、
　上記無線ゾーンの割当て周波数チャネルＣＨｘを用いて、上記基地局に通信要求を行い
、上記周波数チャネルＣＨｘ以外のｋ個の周波数チャネルの割当てを上記基地局から受け
るチャネル制御手段と、
　上記周波数チャネルＣＨｘを含むｋ＋１個（ｋ≦ｉ－１）の周波数チャネルを使用して
、基地局との間でデータの送受信を行う送受信手段とを備える、
　ことを特徴とする無線通信システム。
【請求項２】
　ｉ個の周波数チャネル(CH1_CHi)の各々を複数の無線基地局に割り当て、各無線基地局
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が自身に割り当てられた周波数チャネルＣＨｘを用いてＯＦＤＭ方式により移動局と通信
を行う無線通信システムにおける無線基地局装置であって、
　無線ゾーンの割当て周波数チャネルＣＨｘを用いた上記移動局からの通信要求に応じて
、隣接する他の基地局で使用されていない、上記周波数チャネルＣＨｘ以外のｋ個の周波
数チャネルを上記移動局に割り当てるチャネル割当て制御手段と、
　上記周波数チャネルＣＨｘを含むｋ＋１個（ｋ≦ｉ－１）の周波数チャネルを使用して
、上記移動局との間でデータの送受信を行う送受信手段とを備える
　ことを特徴とする無線基地局装置。
【請求項３】
　上記チャネル割当て制御手段は、キャリアセンス処理により、隣接する他の基地局で使
用されていない、上記周波数チャネルＣＨｘ以外のｋ個の周波数チャネルを決定すること
を特徴とする請求項２記載の無線基地局装置。
【請求項４】
　上記チャネル割当て制御手段は、他の無線基地局装置との通信処理により、隣接する他
の基地局で使用されていない、上記周波数チャネルＣＨｘ以外のｋ個の周波数チャネルを
決定することを特徴とする請求項２記載の無線基地局装置。
【請求項５】
　ｉ個の周波数チャネル(CH1_CHi)の各々を複数の無線基地局に割り当て、各無線基地局
が自身に割り当てられた周波数チャネルＣＨｘを用いてＯＦＤＭ方式により移動局と通信
を行う無線通信システムにおける無線移動局装置であって、
　無線ゾーンの割当て周波数チャネルＣＨｘを用いて、上記基地局に通信要求を行い、上
記基地局から、上記周波数チャネルＣＨｘ以外のｋ個の周波数チャネルの割当てを受ける
チャネル制御手段と、
　上記周波数チャネルＣＨｘを含むｋ＋１個（ｋ≦ｉ－１）の周波数チャネルを使用して
、基地局との間でデータの送受信を行う送受信手段とを備える
　ことを特徴とする無線移動局装置。
【請求項６】
　ｉ個の周波数チャネル(CH1_CHi)の各々を複数の無線基地局に割り当て、各無線基地局
が自身に割り当てられた周波数チャネルＣＨｘを用いてＯＦＤＭ方式により移動局と通信
を行う無線通信システムにおける無線通信方法であって、
　上記移動局は、無線ゾーンの割当て周波数チャネルＣＨｘを用いて、上記基地局に通信
要求を行い、
　上記基地局は、隣接する他の基地局で使用されていない、上記周波数チャネルＣＨｘ以
外のｋ個の周波数チャネルを上記移動局に割り当て、
　その後、上記基地局と上記移動局は、上記周波数チャネルＣＨｘを含むｋ＋１個（ｋ≦
ｉ－１）の周波数チャネルを使用して、データの送受信を行う
　ことを特徴とする無線通信方法。
【請求項７】
　ｉ個の周波数チャネル(CH1_CHi)の各々を複数の無線基地局に割り当て、各無線基地局
が自身に割り当てられた周波数チャネルＣＨｘを用いてＯＦＤＭ方式により移動局と通信
を行う無線通信システムであって、
　上記無線基地局は、無線ゾーンの割当て周波数チャネルＣＨｘを用いた上記移動局から
の通信要求に応じて、隣接する他の基地局で使用されていない、上記周波数チャネルＣＨ
ｘ以外のｋ個の周波数チャネルを上記移動局の下り回線又は上り回線の一方に割り当てる
チャネル割当て制御手段と、下り回線又は上り回線の一方に上記周波数チャネルＣＨｘを
含むｋ＋１個（ｋ≦ｉ－１）の周波数チャネルを使用して、上記移動局との間でデータを
送受信を行う送受信手段と備え、
　上記移動局は、上記無線ゾーンの割当て周波数チャネルＣＨｘを用いて、上記基地局に
通信要求を行い、下り回線又は上り回線の一方に上記周波数チャネルＣＨｘ以外のｋ個の
周波数チャネルの割当てを上記基地局から受けるチャネル制御手段と、下り回線又は上り
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回線の一方に上記周波数チャネルＣＨｘを含むｋ＋１個（ｋ≦ｉ－１）の周波数チャネル
を使用して、上記基地局との間でデータの送受信を行う送受信手段とを備える
　ことを特徴とする無線通信システム。
【請求項８】
　ｉ個の周波数チャネル(CH1_CHi)の各々を複数の無線基地局に割り当て、各無線基地局
が自身に割り当てられた周波数チャネルＣＨｘを用いてＯＦＤＭ方式により移動局と通信
を行うにおける無線基地局装置であって、
　上記移動局から、無線ゾーンの割当て周波数チャネルＣＨｘを用いた通信要求に応じて
、隣接する他の基地局で使用されていない、上記周波数チャネルＣＨｘ以外のｋ個の周波
数チャネルを上記移動局の下り回線又は上り回線の一方に割り当てるチャネル割当て制御
手段と、
　下り回線又は上り回線の一方に上記周波数チャネルＣＨｘを含むｋ＋１個（ｋ≦ｉ－１
）の周波数チャネルを使用して、上記移動局との間でデータを送受信を行う送受信手段と
を備える
　ことを特徴とする無線基地局装置。
【請求項９】
　上記チャネル割当て制御手段は、キャリアセンス処理により、隣接する他の基地局で使
用されていない、上記周波数チャネルＣＨｘ以外のｋ個の周波数チャネルを決定すること
を特徴とする請求項８記載の無線基地局装置。
【請求項１０】
　上記チャネル割当て制御手段は、他の無線基地局装置との通信処理により、隣接する他
の基地局で使用されていない、上記周波数チャネルＣＨｘ以外のｋ個の周波数チャネルを
決定することを特徴とする請求項９記載の無線基地局装置。
【請求項１１】
　ｉ個の周波数チャネル(CH1_CHi)の各々を複数の無線基地局に割り当て、各無線基地局
が自身に割り当てられた周波数チャネルＣＨｘを用いてＯＦＤＭ方式により移動局と通信
を行う無線通信システムにおける無線移動局装置であって、
　無線ゾーンの割当て周波数チャネルＣＨｘを用いて、上記基地局に通信要求を行い、上
記基地局から、下り回線又は上り回線の一方に上記周波数チャネルＣＨｘ以外のｋ個の周
波数チャネルの割当てを受けるチャネル制御手段と、
　下り回線又は上り回線の一方に上記周波数チャネルＣＨｘを含むｋ＋１個（ｋ≦ｉ－１
）の周波数チャネルを使用して、上記基地局との間でデータの送受信を行う送受信手段と
を備える
　ことを特徴とする無線移動局装置。
【請求項１２】
　ｉ個の周波数チャネル(CH1_CHi)の各々を複数の無線基地局に割り当て、各無線基地局
が自身に割り当てられた周波数チャネルＣＨｘを用いてＯＦＤＭ方式により移動局と通信
を行う無線通信システムにおける無線通信方法であって、
　上記移動局は、無線ゾーンの割当て周波数チャネルＣＨｘを用いて、上記基地局に通信
要求を行い、
　上記基地局は、隣接する他の基地局で使用されていない、上記周波数チャネルＣＨｘ以
外のｋ個の周波数チャネルを上記移動局に割り当て、
　その後、上記基地局又は上記移動局は、上記移動局又は上記基地局に上記周波数チャネ
ルＣＨｘを含むｋ＋１個（ｋ≦ｉ－１）の周波数チャネルを使用して、上記移動局又は上
記基地局は、上記基地局又は上記移動局に上記周波数チャネルＣＨｘを用いてデータを送
信する
　ことを特徴とする無線通信方法。
【請求項１３】
　ｉ個の周波数チャネル(CH1_CHi)の各々を複数の無線基地局に割り当て、各無線基地局
が自身に割り当てられた周波数チャネルＣＨｘを用いてＯＦＤＭ方式により移動局と通信
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を行う無線通信システムであって、
　上記無線基地局は、無線ゾーンの割当て周波数チャネルＣＨｘを用いた上記移動局から
の同時通信可能なチャネル数ｙ（ｙ≧１）の情報を含む通信要求に応じて、
隣接する他の基地局で使用されていない、上記周波数チャネルＣＨｘ以外のｙ－ｋ≧１と
なるｋ個の周波数チャネルを決定し、決定したｋ個の周波数チャネルを上記移動局に割り
当てるチャネル割当て制御手段と、上記周波数チャネルＣＨｘを含むｋ＋１個（ｋ≦ｉ－
１）の周波数チャネルを使用して、上記移動局との間でデータの送受信を行う送受信手段
とを備え、
　上記移動局は、上記無線ゾーンの割当て周波数チャネルＣＨｘを用いて、上記基地局に
同時通信可能なチャネル数ｙ（ｙ≧１）の情報を含む通信要求を行い、上記周波数チャネ
ルＣＨｘ以外のｋ個の周波数チャネルの割当てを上記基地局から受けるチャネル制御手段
と、上記周波数チャネルＣＨｘを含むｋ＋１個（ｋ≦ｉ－１）の周波数チャネルを使用し
て、上記基地局との間でデータの送受信を行う送受信手段とを備える
　ことを特徴とする無線通信システム。
【請求項１４】
　ｉ個の周波数チャネル(CH1_CHi)の各々を複数の無線基地局に割り当て、各無線基地局
が自身に割り当てられた周波数チャネルＣＨｘを用いてＯＦＤＭ方式により移動局と通信
を行う無線通信システムにおける無線基地局装置であって、
　無線ゾーンの割当て周波数チャネルＣＨｘを用いた上記移動局からの同時通信可能なチ
ャネル数ｙ（ｙ≧１）の情報を含む通信要求に応じて、隣接する他の基地局で使用されて
いない、上記周波数チャネルＣＨｘ以外のｙ－ｋ≧１となるｋ個の周波数チャネルを決定
し、決定したｋ個の周波数チャネルを上記移動局に割り当てるチャネル割当て制御手段と
、
　上記周波数チャネルＣＨｘを含むｋ＋１個（ｋ≦ｉ－１）の周波数チャネルを使用して
、上記移動局との間でデータの送受信を行う送受信手段とを備えること
　を特徴とする無線基地局装置。
【請求項１５】
　ｉ個の周波数チャネル(CH1_CHi)の各々を複数の無線基地局に割り当て、各無線基地局
が自身に割り当てられた周波数チャネルＣＨｘを用いてＯＦＤＭ方式により移動局と通信
を行う無線通信システムにおける無線移動局装置であって、
　無線ゾーンの割当て周波数チャネルＣＨｘを用いて、上記基地局に同時通信可能なチャ
ネル数ｙ（ｙ≧１）の情報を含む通信要求を行い、上記周波数チャネルＣＨｘ以外のｋ個
の周波数チャネルの割当てを上記基地局から受けるチャネル制御手段と、
　上記周波数チャネルＣＨｘを含むｋ＋１個（ｋ≦ｉ－１）の周波数チャネルを使用して
、上記基地局との間でデータの送受信を行う送受信手段とを備える
　ことを特徴とする無線移動局装置。
【請求項１６】
　ｉ個の周波数チャネル(CH1_CHi)の各々を複数の無線基地局に割り当て、各無線基地局
が自身に割り当てられた周波数チャネルＣＨｘを用いてＯＦＤＭ方式により移動局と通信
を行う無線通信システムにおける無線通信方法であって、
　上記移動局は、無線ゾーンの割当て周波数チャネルＣＨｘを用いて、上記基地局に同時
通信可能なチャネル数ｙ（ｙ≧１）の情報を含む通信要求を行い、
　上記基地局は、隣接する他の基地局で使用されていない、上記周波数チャネルＣＨｘ以
外のｙ－ｋ≧１となるｋ個の周波数チャネルを上記移動局に割り当て、
　その後、上記基地局と上記移動局は、上記周波数チャネルＣＨｘを含むｋ＋１個（ｋ≦
ｉ－１）の周波数チャネルを使用して、データの送受信を行うことを特徴とする無線通信
方法。
【請求項１７】
　ｉ個の周波数チャネル(CH1_CHi)の各々を複数の無線基地局に割り当て、各無線基地局
が自身に割り当てられた周波数チャネルＣＨｘを用いてＯＦＤＭ方式により移動局と通信
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を行う無線通信システムであって、
　上記無線基地局は、無線ゾーンの割当て周波数チャネルＣＨｘを用いた上記移動局から
の同時通信可能なチャネル数ｙ（ｙ≧１）の情報を含む通信要求に応じて、隣接する他の
基地局で使用されていない、上記周波数チャネルＣＨｘ以外のｙ－ｋ≧１となるｋ個の周
波数チャネルを決定し、決定したｋ個の周波数チャネルを上記移動局の下り回線又は上り
回線の一方に割り当てるチャネル割当て制御手段と、下り回線又は上り回線の一方に上記
周波数チャネルＣＨｘを含むｋ＋１個（ｋ≦ｉ－１）の周波数チャネルを使用して、上記
移動局との間でデータの送受信を行う送受信手段とを備え、
　上記移動局は、上記無線ゾーンの割当て周波数チャネルＣＨｘを用いて、上記基地局に
同時通信可能なチャネル数ｙ（ｙ≧１）の情報を含む通信要求を行い、下り回線又は上り
回線の一方に上記周波数チャネルＣＨｘ以外のｋ個の周波数チャネルの割当てを上記基地
局から受けるチャネル制御手段と、下り回線又は上り回線の一方に上記周波数チャネルＣ
Ｈｘを含むｋ＋１個（ｋ≦ｉ－１）の周波数チャネルを使用して、上記基地局との間でデ
ータの送受信を行う送受信手段とを備える
　ことを特徴とする無線通信システム。
【請求項１８】
　ｉ個の周波数チャネル(CH1_CHi)の各々を複数の無線基地局に割り当て、各無線基地局
が自身に割り当てられた周波数チャネルＣＨｘを用いてＯＦＤＭ方式により移動局と通信
を行う無線通信システムにおける無線基地局装置であって、
　無線ゾーンの割当て周波数チャネルＣＨｘを用いた上記移動局からの同時通信可能なチ
ャネル数ｙ（ｙ≧１）の情報を含む通信要求に応じて、隣接する他の基地局で使用されて
いない、上記周波数チャネルＣＨｘ以外のｙ－ｋ≧１となるｋ個の周波数チャネルを決定
し、決定したｋ個の周波数チャネルを上記移動局の下り回線又は上り回線の一方に割り当
てるチャネル割当て制御手段と、
　下り回線又は上り回線の一方に上記周波数チャネルＣＨｘを含むｋ＋１個（ｋ≦ｉ－１
）の周波数チャネルを使用して、上記移動局との間でデータの送受信を行う送受信手段と
を備える
　ことを特徴とする無線基地局装置。
【請求項１９】
　ｉ個の周波数チャネル(CH1_CHi)の各々を複数の無線基地局に割り当て、各無線基地局
が自身に割り当てられた周波数チャネルＣＨｘを用いてＯＦＤＭ方式により移動局と通信
を行う無線通信システムにおける無線移動局装置であって、
　無線ゾーンの割当て周波数チャネルＣＨｘを用いて、上記基地局に同時通信可能なチャ
ネル数ｙ（ｙ≧１）の情報を含む通信要求を行い、下り回線又は上り回線の一方に上記周
波数チャネルＣＨｘ以外のｋ個の周波数チャネルの割当てを上記基地局から受けるチャネ
ル制御手段と、
　下り回線又は上り回線の一方に上記周波数チャネルＣＨｘを含むｋ＋１個（ｋ≦ｉ－１
）の周波数チャネルを使用して、上記基地局との間でデータの送受信を行う送受信手段と
を備える
　ことを特徴とする無線移動局装置。
【請求項２０】
　ｉ個の周波数チャネル(CH1_CHi)の各々を複数の無線基地局に割り当て、各無線基地局
が自身に割り当てられた周波数チャネルＣＨｘを用いてＯＦＤＭ方式により移動局と通信
を行う無線通信システムにおける無線通信方法であって、
　上記移動局は、無線ゾーンの割当て周波数チャネルＣＨｘを用いて、上記基地局に同時
通信可能なチャネル数ｙ（ｙ≧１）の情報を含む通信要求を行い、
　上記基地局は、隣接する他の基地局で使用されていない、上記周波数チャネルＣＨｘ以
外のｙ－ｋ≧１となるｋ個の周波数チャネルを上記移動局に割り当て、
　その後、上記基地局と上記移動局は、上記周波数チャネルＣＨｘを含むｋ＋１個（ｋ≦
ｉ－１）の周波数チャネルを使用して、データの送受信を行うことを特徴とする無線通信
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方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
　本発明は、例えば移動体でのデータ通信、特にマルチキャリア信号の無線伝送を行うに
適用して好適な通信システム、基地局装置、通信端末装置及び通信方法に関する。
【０００２】
【従来の技術】
　従来、移動体通信サービスを面的に展開する為に複数のチャネルを設ける手法として時
分割多重方式や周波数分割多重方式がある。時分割多重方式では基地局間同期を取る必要
があり、システム構成は複雑になる。一方、周波数分割多重方式ならば各基地局は独立に
基地局、通信端末間の通信を制御でき、システム構成は容易になる。
【０００３】
　図２３は、従来提案されている基地局１２０の構成を示す。ここでは、インターネット
網１２で通信が行われる場合の例としてあり、ここでの基地局１２０は、インターネット
網１２に接続された回線制御部１２１で、網との呼接続などの回線制御を行う。回線制御
部１２１で分解された網側からの受信データは、チャネルコーディング／デコーディング
部１２３に送られ、無線伝送フォーマットに変換され、この変換されたデータが変調部１
２４によりＱＰＳＫ変調などで変調処理された後、送信部１２５で周波数変換や増幅など
の送信処理が行われて、アンテナ１２６から通信端末に対して無線送信される。
【０００４】
　また、通信端末側から送信された信号は、アンテナ１２６に接続された受信部１２７で
周波数変換などの受信処理が行われた後、復調部１２８で受信データの復調が行われ、復
調された受信データをチャネルコーディング／デコーディング部１２３に供給して、デコ
ーディング処理を行う。そして、回線制御部１２１で組立てされたデータが網側へ送出さ
れる。
【０００５】
　なお、基地局１２０でのこれらの処理は、中央制御装置(CPU) １２２からバスラインＢ
Ｌを介した制御で実行される。また基地局１２０は設置された際に固定のチャネル割当て
を受ける。
【０００６】
　図２４は、通信端末１３０の構成を示す。通信端末１３０は、アンテナ１３１に接続さ
れた受信部１３２で周波数変換などの受信処理が行われた後、復調部１３３で受信データ
の復調が行われ、復調された受信データをチャネルコーディング／デコーディング部１３
４に供給して、無線伝送フォーマットからの変換処理を行う。この変換されたデータは、
この通信端末１３０の中央制御装置(CPU)１３５に供給されて、表示用に処理された後、
表示部１３６に供給される。
【０００７】
　また、中央制御装置(CPU) １３５に接続された操作部１３７の操作などに基づいて生成
された送信データが、チャネルコーディング／デコーディング部１３４に供給されて、無
線伝送フォーマットに変換され、この変換されたデータが変調部１３８によりＱＰＳＫ変
調などで変調処理された後、送信部１３９で周波数変換や増幅などの送信処理が行われて
、アンテナ１３１から基地局に対して無線送信される。
【０００８】
　この時に設定されるチャネル設定情報は、基地局１２０から報知されている制御信号よ
り抽出している。
【０００９】
　このようなシステムとしての基地局１２０と通信端末１３０を用意して、インターネッ
ト網１２などに接続することで、各種コンテンツサーバからのインターネット放送などを
、通信端末１３０で受信することができる。
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【００１０】
　ここで、従来の基地局１２０と通信端末１３０との間で無線伝送される信号について説
明すると、このシステムではシングルキャリア信号の伝送方式を無線伝送に適用してある
。すなわち、無線伝送信号として、所定のチャネルの帯域幅内に収まる一つのキャリアに
伝送データを変調して伝送するようにしたものである。
【００１１】
　図２５はチャネル割当ての一例を示す図であり、アップリンクとダウンリンクで、いず
れもシングルキャリアで構成されている。チャネル数は８チャネル有り、各キャリアはＱ
ＰＳＫ変調などの方式により変調されている。各基地局１２０ではＣＨ１からＣＨ８まで
のどれか一つの固有のチャネルを利用して、通信端末１３０との通信を行う。
【００１２】
【発明が解決しようとする課題】
　ところで、上述したような従来のシステムなどのように、周波数分割多重方式を用いた
シングルキャリア方式での無線伝送を行う場合には、ある基地局に対し隣接する基地局（
セル）が存在しない場合にも利用できるチャネルは１チャネルであり、また隣接する基地
局（セル）が存在していても通信を行っていないチャネルがある場合にも使用できるチャ
ネルは最初に決められたチャネルに制限される。これを複数チャネルを使用して通信を行
う場合には、送受信ブロックを複数持つ必要があり、現実的でなくなってしまう。
【００１３】
　本発明はかかる点に鑑みて、周波数分割多重方式により面的な展開を可能にした上で、
通信を行う基地局と通信端末を取り巻く環境に応じてダイナミックな周波数チャネル割当
てを可能にし周波数の有効利用をし、通信の高速化が行えるようにすることを目的とする
。
【００１４】
【課題を解決するための手段】
　本発明では、各周波数チャネルをＯＦＤＭ方式によるマルチキャリアで構成し、各周波
数チャネルのＯＦＤＭサブキャリアは、相互に直交する様に配置し、複数チャネルを一つ
のＯＦＤＭ信号とみなすことが可能なようにし、基地局は、通信端末にダイナミックに複
数の周波数チャネルを割り当てられるようにすることにより、上記課題を解決する。
【００１５】
　すなわち、本発明は、ｉ個の周波数チャネル(CH1_CHi)の各々を複数の無線基地局に割
り当て、各無線基地局が自身に割り当てられた周波数チャネルＣＨｘを用いてＯＦＤＭ方
式により移動局と通信を行う無線通信システムであって、上記無線基地局は、無線ゾーン
の割当て周波数チャネルＣＨｘを用いた上記移動局からの通信要求に応じて、隣接する他
の基地局で使用されていない、上記周波数チャネルＣＨｘ以外のｋ個の周波数チャネルを
上記移動局に割り当てるチャネル割当て制御手段と、上記周波数チャネルＣＨｘを含むｋ
＋１個（ｋ≦ｉ－１）の周波数チャネルを使用して、上記移動局との間でデータの送受信
を行う送受信手段とを備え、上記移動局は、上記無線ゾーンの割当て周波数チャネルＣＨ
ｘを用いて、上記基地局に通信要求を行い、上記周波数チャネルＣＨｘ以外のｋ個の周波
数チャネルの割当てを上記基地局から受けるチャネル制御手段と、上記周波数チャネルＣ
Ｈｘを含むｋ＋１個（ｋ≦ｉ－１）の周波数チャネルを使用して、基地局との間でデータ
の送受信を行う送受信手段とを備えることを特徴とする。
【００１６】
　また、本発明は、ｉ個の周波数チャネル(CH1_CHi)の各々を複数の無線基地局に割り当
て、各無線基地局が自身に割り当てられた周波数チャネルＣＨｘを用いてＯＦＤＭ方式に
より移動局と通信を行う無線通信システムにおける無線基地局装置であって、無線ゾーン
の割当て周波数チャネルＣＨｘを用いた上記移動局からの通信要求に応じて、隣接する他
の基地局で使用されていない、上記周波数チャネルＣＨｘ以外のｋ個の周波数チャネルを
上記移動局に割り当てるチャネル割当て制御手段と、上記周波数チャネルＣＨｘを含むｋ
＋１個（ｋ≦ｉ－１）の周波数チャネルを使用して、上記移動局との間でデータの送受信
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を行う送受信手段とを備えることを特徴とする。
【００１７】
　また、本発明は、ｉ個の周波数チャネル(CH1_CHi)の各々を複数の無線基地局に割り当
て、各無線基地局が自身に割り当てられた周波数チャネルＣＨｘを用いてＯＦＤＭ方式に
より移動局と通信を行う無線通信システムにおける無線移動局装置であって、無線ゾーン
の割当て周波数チャネルＣＨｘを用いて、上記基地局に通信要求を行い、上記基地局から
、上記周波数チャネルＣＨｘ以外のｋ個の周波数チャネルの割当てを受けるチャネル制御
手段と、上記周波数チャネルＣＨｘを含むｋ＋１個（ｋ≦ｉ－１）の周波数チャネルを使
用して、基地局との間でデータの送受信を行う送受信手段とを備えることを特徴とする。
【００１８】
　また、本発明は、ｉ個の周波数チャネル(CH1_CHi)の各々を複数の無線基地局に割り当
て、各無線基地局が自身に割り当てられた周波数チャネルＣＨｘを用いてＯＦＤＭ方式に
より移動局と通信を行う無線通信システムにおける無線通信方法であって、上記移動局は
、無線ゾーンの割当て周波数チャネルＣＨｘを用いて、上記基地局に通信要求を行い、上
記基地局は、隣接する他の基地局で使用されていない、上記周波数チャネルＣＨｘ以外の
ｋ個の周波数チャネルを上記移動局に割り当て、その後、上記基地局と上記移動局は、上
記周波数チャネルＣＨｘを含むｋ＋１個（ｋ≦ｉ－１）の周波数チャネルを使用して、デ
ータの送受信を行うことを特徴とする。
【００１９】
　また、本発明は、ｉ個の周波数チャネル(CH1_CHi)の各々を複数の無線基地局に割り当
て、各無線基地局が自身に割り当てられた周波数チャネルＣＨｘを用いてＯＦＤＭ方式に
より移動局と通信を行う無線通信システムであって、上記無線基地局は、無線ゾーンの割
当て周波数チャネルＣＨｘを用いた上記移動局からの通信要求に応じて、隣接する他の基
地局で使用されていない、上記周波数チャネルＣＨｘ以外のｋ個の周波数チャネルを上記
移動局の下り回線又は上り回線の一方に割り当てるチャネル割当て制御手段と、下り回線
又は上り回線の一方に上記周波数チャネルＣＨｘを含むｋ＋１個（ｋ≦ｉ－１）の周波数
チャネルを使用して、上記移動局との間でデータを送受信を行う送受信手段と備え、上記
移動局は、上記無線ゾーンの割当て周波数チャネルＣＨｘを用いて、上記基地局に通信要
求を行い、下り回線又は上り回線の一方に上記周波数チャネルＣＨｘ以外のｋ個の周波数
チャネルの割当てを上記基地局から受けるチャネル制御手段と、下り回線又は上り回線の
一方に上記周波数チャネルＣＨｘを含むｋ＋１個（ｋ≦ｉ－１）の周波数チャネルを使用
して、上記基地局との間でデータの送受信を行う送受信手段とを備えることを特徴とする
。
【００２０】
　また、本発明は、ｉ個の周波数チャネル(CH1_CHi)の各々を複数の無線基地局に割り当
て、各無線基地局が自身に割り当てられた周波数チャネルＣＨｘを用いてＯＦＤＭ方式に
より移動局と通信を行うにおける無線基地局装置であって、上記移動局から、無線ゾーン
の割当て周波数チャネルＣＨｘを用いた通信要求に応じて、隣接する他の基地局で使用さ
れていない、上記周波数チャネルＣＨｘ以外のｋ個の周波数チャネルを上記移動局の下り
回線又は上り回線の一方に割り当てるチャネル割当て制御手段と、下り回線又は上り回線
の一方に上記周波数チャネルＣＨｘを含むｋ＋１個（ｋ≦ｉ－１）の周波数チャネルを使
用して、上記移動局との間でデータを送受信を行う送受信手段とを備えることを特徴とす
る。
【００２１】
　また、本発明は、ｉ個の周波数チャネル(CH1_CHi)の各々を複数の無線基地局に割り当
て、各無線基地局が自身に割り当てられた周波数チャネルＣＨｘを用いてＯＦＤＭ方式に
より移動局と通信を行う無線通信システムにおける無線移動局装置であって、無線ゾーン
の割当て周波数チャネルＣＨｘを用いて、上記基地局に通信要求を行い、上記基地局から
、下り回線又は上り回線の一方に上記周波数チャネルＣＨｘ以外のｋ個の周波数チャネル
の割当てを受けるチャネル制御手段と、下り回線又は上り回線の一方に上記周波数チャネ
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ルＣＨｘを含むｋ＋１個（ｋ≦ｉ－１）の周波数チャネルを使用して、上記基地局との間
でデータの送受信を行う送受信手段とを備えることを特徴とする。
【００２２】
　また、本発明は、ｉ個の周波数チャネル(CH1_CHi)の各々を複数の無線基地局に割り当
て、各無線基地局が自身に割り当てられた周波数チャネルＣＨｘを用いてＯＦＤＭ方式に
より移動局と通信を行う無線通信システムにおける無線通信方法であって、上記移動局は
、無線ゾーンの割当て周波数チャネルＣＨｘを用いて、上記基地局に通信要求を行い、上
記基地局は、隣接する他の基地局で使用されていない、上記周波数チャネルＣＨｘ以外の
ｋ個の周波数チャネルを上記移動局に割り当て、その後、上記基地局又は上記移動局は、
上記移動局又は上記基地局に上記周波数チャネルＣＨｘを含むｋ＋１個（ｋ≦ｉ－１）の
周波数チャネルを使用して、上記移動局又は上記基地局は、上記基地局又は上記移動局に
上記周波数チャネルＣＨｘを用いてデータを送信することを特徴とする。
【００２３】
　また、本発明は、ｉ個の周波数チャネル(CH1_CHi)の各々を複数の無線基地局に割り当
て、各無線基地局が自身に割り当てられた周波数チャネルＣＨｘを用いてＯＦＤＭ方式に
より移動局と通信を行う無線通信システムであって、上記無線基地局は、無線ゾーンの割
当て周波数チャネルＣＨｘを用いた上記移動局からの同時通信可能なチャネル数ｙ（ｙ≧
１）の情報を含む通信要求に応じて、隣接する他の基地局で使用されていない、上記周波
数チャネルＣＨｘ以外のｙ－ｋ≧１となるｋ個の周波数チャネルを決定し、決定したｋ個
の周波数チャネルを上記移動局に割り当てるチャネル割当て制御手段と、上記周波数チャ
ネルＣＨｘを含むｋ＋１個（ｋ≦ｉ－１）の周波数チャネルを使用して、上記移動局との
間でデータの送受信を行う送受信手段とを備え、上記移動局は、上記無線ゾーンの割当て
周波数チャネルＣＨｘを用いて、上記基地局に同時通信可能なチャネル数ｙ（ｙ≧１）の
情報を含む通信要求を行い、上記周波数チャネルＣＨｘ以外のｋ個の周波数チャネルの割
当てを上記基地局から受けるチャネル制御手段と、上記周波数チャネルＣＨｘを含むｋ＋
１個（ｋ≦ｉ－１）の周波数チャネルを使用して、上記基地局との間でデータの送受信を
行う送受信手段とを備えることを特徴とする。
【００２４】
　また、本発明は、ｉ個の周波数チャネル(CH1_CHi)の各々を複数の無線基地局に割り当
て、各無線基地局が自身に割り当てられた周波数チャネルＣＨｘを用いてＯＦＤＭ方式に
より移動局と通信を行う無線通信システムにおける無線基地局装置であって、無線ゾーン
の割当て周波数チャネルＣＨｘを用いた上記移動局からの同時通信可能なチャネル数ｙ（
ｙ≧１）の情報を含む通信要求に応じて、隣接する他の基地局で使用されていない、上記
周波数チャネルＣＨｘ以外のｙ－ｋ≧１となるｋ個の周波数チャネルを決定し、決定した
ｋ個の周波数チャネルを上記移動局に割り当てるチャネル割当て制御手段と、上記周波数
チャネルＣＨｘを含むｋ＋１個（ｋ≦ｉ－１）の周波数チャネルを使用して、上記移動局
との間でデータの送受信を行う送受信手段とを備えることを特徴とする。
【００２５】
　また、本発明は、ｉ個の周波数チャネル(CH1_CHi)の各々を複数の無線基地局に割り当
て、各無線基地局が自身に割り当てられた周波数チャネルＣＨｘを用いてＯＦＤＭ方式に
より移動局と通信を行う無線通信システムにおける無線移動局装置であって、無線ゾーン
の割当て周波数チャネルＣＨｘを用いて、上記基地局に同時通信可能なチャネル数ｙ（ｙ
≧１）の情報を含む通信要求を行い、上記周波数チャネルＣＨｘ以外のｋ個の周波数チャ
ネルの割当てを上記基地局から受けるチャネル制御手段と、上記周波数チャネルＣＨｘを
含むｋ＋１個（ｋ≦ｉ－１）の周波数チャネルを使用して、上記基地局との間でデータの
送受信を行う送受信手段とを備えることを特徴とする。
【００２６】
　また、本発明は、ｉ個の周波数チャネル(CH1_CHi)の各々を複数の無線基地局に割り当
て、各無線基地局が自身に割り当てられた周波数チャネルＣＨｘを用いてＯＦＤＭ方式に
より移動局と通信を行う無線通信システムにおける無線通信方法であって、上記移動局は
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、無線ゾーンの割当て周波数チャネルＣＨｘを用いて、上記基地局に同時通信可能なチャ
ネル数ｙ（ｙ≧１）の情報を含む通信要求を行い、上記基地局は、隣接する他の基地局で
使用されていない、上記周波数チャネルＣＨｘ以外のｙ－ｋ≧１となるｋ個の周波数チャ
ネルを上記移動局に割り当て、その後、上記基地局と上記移動局は、上記周波数チャネル
ＣＨｘを含むｋ＋１個（ｋ≦ｉ－１）の周波数チャネルを使用して、データの送受信を行
うことを特徴とする。
【００２７】
　また、本発明は、ｉ個の周波数チャネル(CH1_CHi)の各々を複数の無線基地局に割り当
て、各無線基地局が自身に割り当てられた周波数チャネルＣＨｘを用いてＯＦＤＭ方式に
より移動局と通信を行う無線通信システムであって、上記無線基地局は、無線ゾーンの割
当て周波数チャネルＣＨｘを用いた上記移動局からの同時通信可能なチャネル数ｙ（ｙ≧
１）の情報を含む通信要求に応じて、隣接する他の基地局で使用されていない、上記周波
数チャネルＣＨｘ以外のｙ－ｋ≧１となるｋ個の周波数チャネルを決定し、決定したｋ個
の周波数チャネルを上記移動局の下り回線又は上り回線の一方に割り当てるチャネル割当
て制御手段と、下り回線又は上り回線の一方に上記周波数チャネルＣＨｘを含むｋ＋１個
（ｋ≦ｉ－１）の周波数チャネルを使用して、上記移動局との間でデータの送受信を行う
送受信手段とを備え、上記移動局は、上記無線ゾーンの割当て周波数チャネルＣＨｘを用
いて、上記基地局に同時通信可能なチャネル数ｙ（ｙ≧１）の情報を含む通信要求を行い
、下り回線又は上り回線の一方に上記周波数チャネルＣＨｘ以外のｋ個の周波数チャネル
の割当てを上記基地局から受けるチャネル制御手段と、下り回線又は上り回線の一方に上
記周波数チャネルＣＨｘを含むｋ＋１個（ｋ≦ｉ－１）の周波数チャネルを使用して、上
記基地局との間でデータの送受信を行う送受信手段とを備えることを特徴とする。
【００２８】
　また、本発明は、ｉ個の周波数チャネル(CH1_CHi)の各々を複数の無線基地局に割り当
て、各無線基地局が自身に割り当てられた周波数チャネルＣＨｘを用いてＯＦＤＭ方式に
より移動局と通信を行う無線通信システムにおける無線基地局装置であって、無線ゾーン
の割当て周波数チャネルＣＨｘを用いた上記移動局からの同時通信可能なチャネル数ｙ（
ｙ≧１）の情報を含む通信要求に応じて、隣接する他の基地局で使用されていない、上記
周波数チャネルＣＨｘ以外のｙ－ｋ≧１となるｋ個の周波数チャネルを決定し、決定した
ｋ個の周波数チャネルを上記移動局の下り回線又は上り回線の一方に割り当てるチャネル
割当て制御手段と、下り回線又は上り回線の一方に上記周波数チャネルＣＨｘを含むｋ＋
１個（ｋ≦ｉ－１）の周波数チャネルを使用して、上記移動局との間でデータの送受信を
行う送受信手段とを備えることを特徴とする。
【００２９】
　また、本発明は、ｉ個の周波数チャネル(CH1_CHi)の各々を複数の無線基地局に割り当
て、各無線基地局が自身に割り当てられた周波数チャネルＣＨｘを用いてＯＦＤＭ方式に
より移動局と通信を行う無線通信システムにおける無線移動局装置であって、無線ゾーン
の割当て周波数チャネルＣＨｘを用いて、上記基地局に同時通信可能なチャネル数ｙ（ｙ
≧１）の情報を含む通信要求を行い、下り回線又は上り回線の一方に上記周波数チャネル
ＣＨｘ以外のｋ個の周波数チャネルの割当てを上記基地局から受けるチャネル制御手段と
、下り回線又は上り回線の一方に上記周波数チャネルＣＨｘを含むｋ＋１個（ｋ≦ｉ－１
）の周波数チャネルを使用して、上記基地局との間でデータの送受信を行う送受信手段と
を備えることを特徴とする。
【００３０】
　さらに、本発明は、ｉ個の周波数チャネル(CH1_CHi)の各々を複数の無線基地局に割り
当て、各無線基地局が自身に割り当てられた周波数チャネルＣＨｘを用いてＯＦＤＭ方式
により移動局と通信を行う無線通信システムにおける無線通信方法であって、上記移動局
は、無線ゾーンの割当て周波数チャネルＣＨｘを用いて、上記基地局に同時通信可能なチ
ャネル数ｙ（ｙ≧１）の情報を含む通信要求を行い、上記基地局は、隣接する他の基地局
で使用されていない、上記周波数チャネルＣＨｘ以外のｙ－ｋ≧１となるｋ個の周波数チ
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ャネルを上記移動局に割り当て、その後、上記基地局と上記移動局は、上記周波数チャネ
ルＣＨｘを含むｋ＋１個（ｋ≦ｉ－１）の周波数チャネルを使用して、データの送受信を
行うことを特徴とする。
【００３１】
【発明の実施の形態】
　以下、本発明の実施の形態について図面を参照しながら説明する。
【００３２】
　本発明は、例えば図１に示すような構成のデータ通信システムに適用される。
【００３３】
　この図１に示したデータ通信システムは、インターネット網に接続させるＩＰ(Interne
t Protoco1) 接続と称されるサービスを行うもので、インターネット網１２に接続された
各種コンテンツサーバ１１と基地局２０を備える。
【００３４】
　基地局２０は、ＱＰＳＫ変調方式などの伝送方式により、通信端末３０と無線通信を行
い、基地局２０に接続されたインターネット網１２と通信端末３０との通信の中継を行う
。
【００３５】
　まず本発明の基本形となるマルチキャリア方式を用いたシステム構成を説明する。
【００３６】
　基本的なシステム構成では、インターネットなどの各種データを、基地局２０を経由し
て携帯情報端末などの通信端末３０で受信し、携帯情報端末からのデータの発信について
もできるようにしてある。
【００３７】
　ここで、本例の基地局２０と通信端末３０との間で無線伝送される信号は、基本的には
ＯＦＤＭ(Orthogonal Frequency Division Multiplex) 方式と称されるマルチキャリア信
号としてある。
【００３８】
　まず、本例の基地局２０での処理を説明する。
【００３９】
　基地局２０の全体構成は、上述の図２３に示した従来の基地局１２０と同じ構成である
が、本例では送受信処理のための構成が従来のシングルキャリア方式とは異なり、マルチ
キャリア方式となっている。
【００４０】
　図２は本例の基地局３０の受信部及び送信部の構成を示す図である。送信、受信兼用の
アンテナ１０１は、アンテナスイッチ１０２を介してローノイズアンプ１０３に接続して
あり、このローノイズアンプ１０３で増幅された受信信号を、受信ミキサ１０４に供給し
て、第１局部発振器１０５のチャネル設定情報に基づいた発振出力ｆｌ１を受信信号に混
合して、所定の周波数帯ｆｎの受信信号を中間周波数信号に変換する。
【００４１】
　受信ミキサ１０４が出力する中間周波数信号は、直交検波器１０６に供給して、第２局
部発振器１０７の発振出力ｆｌ２を混合して直交検波し、Ｉ成分とＱ成分とに分離し、そ
の検波されたＩ成分とＱ成分とを、アナログ／ディジタル変換器１０８に供給し、それぞ
れの成分のディジタルデータＩ－Ｄ及びＱ－Ｄを得る。このデータＩ－Ｄ及びＱ－Ｄは、
ディジタルフィルタ１０９に供給し、該当チャネルに対応する周波数成分のみ通過させる
。ディジタルフィルタ１０９が出力する信号は、高速フーリエ変換回路（ＦＦＴ回路）１
１０に供給して、ｊ点の離散フーリエ変換処理を行い、ｊシンボルのパラレルデータとす
る。
【００４２】
　高速フーリエ変換回路１１０が出力するｊシンボルのパラレルデータは、周波数割当て
逆変換回路１１１に供給して１系列のシリアルデータとし、この変換されたシリアルデー
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タを受信データとし、データ処理が行われる。
【００４３】
　送信系では、送信データ（シリアルデータ）を周波数割当て変換回路１１２に供給して
、ｊ本のパラレルデータに変換する。このｊ本のパラレルデータを、逆フーリエ変換回路
（ＩＦＦＴ回路）１１３に供給して、ｊ点の逆離散フーリエ変換を行い、直交する時間軸
のディジタルベースバンドデータＩ－Ｄ及びＱ－Ｄを得る。このベースバンドデータＩ－
Ｄ及びＱ－Ｄを、ディジタル／アナログ変換器１１４に供給して、Ｉ成分及びＱ成分のア
ナログ信号を得る。
【００４４】
　得られたＩ成分及びＱ成分の信号は、直交変調器１１５に供給して、第２局部発振器１
０７の発振出力ｆｌ２に基づいて直交変調する。直交変調器１１５で直交変調された信号
は、送信ミキサ１１６に供給して、第１局部発振器１０５のチャネル設定情報に基づいた
発振出力ｆｌ１を混合して、送信周波数帯ｆｎの信号に周波数変換し、この周波数変換さ
れた信号をパワーアンプ１１７により増幅した後、アンテナスイッチ１０２を介してアン
テナ１０１に供給し、各通信端末に対して無線送信させる。
【００４５】
　このように送信処理を行うことで、この基地局２０から通信端末３０に対して伝送され
る下り回線の信号は、該当チャネルに割り当てられたマルチキャリア信号になる。
【００４６】
　次に、本例の通信端末３０での処理を説明する。
【００４７】
　通信端末３０の全体構成は、上述の図２４に示した従来の通信端末１３０と同じ構成で
あるが、本例では送受信処理のための構成が従来のシングルキャリア方式とは異なり、マ
ルチキャリア方式となっている。
【００４８】
　図３は本例の通信端末３０の受信部及び送信部の構成を示す図である。送信、受信兼用
のアンテナ２０１は、アンテナスイッチ２０２を介してローノイズアンプ２０３に接続し
てあり、このローノイズアンプ２０３で増幅された受信信号を、受信ミキサ２０４に供給
して、第１局部発振器２０５のチャネル設定情報に基づいた発振出力ｆｌ１を受信信号に
混合して、所定の周波数ｆｎの受信信号を中間周波数信号に変換する。
【００４９】
　受信ミキサ２０４が出力する中間周波数信号は、直交検波器２０６に供給して、第２局
部発振器２０７の発振出力ｆｌ２を混合して直交検波し、Ｉ成分とＱ成分とに分離し、そ
の検波されたＩ成分とＱ成分とを、アナログ／ディジタル変換器２０８に供給し、それぞ
れの成分のディジタルデータＩ－Ｄ及びＱ－Ｄを得る。このデータＩ－Ｄ及びＱ－Ｄは、
ディジタルフィルタ２０９に供給し、該当チャネルに対応する周波数成分のみ通過させる
。ディジタルフィルタ２０９が出力する信号は、高速フーリエ変換回路（ＦＦＴ回路）２
１０に供給して、ｊ点の離散フーリエ変換処理を行い、ｊシンボルのパラレルデータとす
る。
【００５０】
　高速フーリエ変換回路２１０が出力するｊシンボルのパラレルデータは、周波数割当て
逆変換回路２１１に供給して１系列のシリアルデータとし、この変換されたシリアルデー
タを受信データとし、得られる受信データをデータ処理部（図示せず）に供給し、映像表
示、音声再生などの各種データ処理が行われる。
【００５１】
　送信系では、送信データ（シリアルデータ）を周波数割当て変換回路２１２に供給して
、ｊ本のパラレルデータに変換する。このｊ本のパラレルデータを、逆フーリエ変換回路
（ＩＦＦＴ回路）２１３に供給して、ｊ点の逆離散フーリエ変換を行い、直交する時間軸
のディジタルベースバンドデータＩ－Ｄ及びＱ－Ｄを得る。このベースバンドデータＩ－
Ｄ及びＱ－Ｄを、ディジタル／アナログ変換器２１４に供給して、Ｉ成分及びＱ成分のア
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ナログ信号を得る。得られたＩ成分及びＱ成分の信号は、直交変調器２１５に供給して、
第２局部発振器２０７の発振出力ｆｌ２に基づいて直交変調する。直交変調器２１５で直
交変調された信号は、送信ミキサ２１６に供給して、第１局部発振器２０５のチャネル設
定情報に基づいた発振出力ｆｌ１を混合して、送信周波数帯ｆｎの信号に周波数変換し、
この周波数変換された信号をパワーアンプ２１７により増幅した後、アンテナスイッチ２
０２を介してアンテナ２０１に供給し、基地局に対して無線送信させる。
【００５２】
　このように送信処理を行うことで、この通信端末から基地局に対して伝送される上り回
線の信号は、該当チャネルに割り当てられたマルチキャリア信号になる。
【００５３】
　次にＯＦＤＭ方式を用いたチャネル割当てについて説明する。
【００５４】
　図４はチャネル割当ての一例を示す図である。ここでは利用可能通信帯域（本例では２
０ＭＨｚ幅）を８分割し、計８チャネルを設ける。また、各周波数チャネルのＯＦＤＭサ
ブキャリアは、ＱＰＳＫ変調などの方式により変調され、相互に直交する様に配置される
。各基地局ではＣＨ１からＣＨ８までのどれか一つの固有のチャネルを利用して、例えば
多重方式としてＴＤＭＡ／ＴＤＤ(Time Division Multiple Access/Time division Duple
x)方式を用いて、通信端末との通信を行う。
【００５５】
　次に図５は各チャネルとセル構成とを対応させた一例を示す図である。ここでは７チャ
ネル繰り返しの場合を用いチャネルを割り当てている。これにより、８分割しているチャ
ネルの７個をセルに割り当てられるので面的な展開が可能となる。また残りの１チャネル
に関しては各セル共通の制御チャネル等の利用が可能である。なお、１セルに１チャネル
を固定的に割り当てられる。
【００５６】
　図６は基地局と通信端末が通信を行う時の周波数利用状態の一例を示す図である。ここ
ではＣＨ１のチャネルを利用した場合で、上側が基地局側で、下側が通信端末側であり、
同じチャネルを利用して通信を行う。例えばサブキャリアの変調方式にＱＰＳＫ方式を適
用し、ＯＦＤＭ方式で設定されるパラメータの１つ、ガードインターバルを１／４とする
と、この通信回線で得られる最大伝送レートは２．５Ｍｂｐｓ程度となる。この他、ＣＨ
２、・・・、ＣＨ７を別のセルに固定割当てをし、計７セルが最大伝送レート２．５Ｍｂ
ｐｓ程度の専用通信帯域を確保する。
【００５７】
　図７は基地局と通信を確立した通信端末との間で通信を行う際の制御シーケンスの一例
を示す図である。ここでは左側が通信端末側で、右側が基地局側であり、それぞれ制御チ
ャネル、通信チャネルをアクセスできるようになっている。
【００５８】
　制御チャネル、通信チャネルは、例えば多重方式としてＴＤＭＡ／ＴＤＤ(Time Divisi
on Multiple Access/Time division Duplex)方式を用いる場合、同一周波数チャネルに時
間を分割して共存する機能チャネルである。
【００５９】
　基地局からは、各通信端末へアイドルシグナルとなる制御信号Ｓ１を下り回線で間欠的
に報知する。通信端末側では、この制御信号Ｓ１を間欠的に受信する。このように間欠的
な受信を行うことで、例えば通信端末が内蔵されたバッテリで駆動される装置である場合
には、バッテリの持続時間を長時間化することができる。
【００６０】
　そして、通信端末側で発信要求があると、送信要求信号Ｓ２を上り回線で送信する。基
地局側では、その送信要求信号Ｓ２を受信すると、その信号の内容から通信端末が適正で
あるか判定する。
【００６１】
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　このアクセス判定の後に、要求受付信号Ｓ３を伝送して通知する。この通知により、通
信端末側では通信に移行し、その後、通信信号Ｓ４を伝送する通信状態に移行する。
【００６２】
　次に本発明によるダイナミックチャネル割当て方法について説明する。まずチャネル割
当ては図４を基本とし、そのチャネル間隔はサブキャリア間隔の整数倍とする。
【００６３】
　図８は各基地局が隣接セルでの通信状況を把握する方法の一例を示す図である。ここで
は有線路を用い各基地局間を接続している。本例では基地局１が通信状況の把握を行おう
としている基地局とし、基地局２０から基地局７が隣接セルに配置された基地局とする。
まず基地局１に対し各基地局から有線路が引かれている。なお、この有線路は基地局間を
双方向で情報のやり取りが行え、図８には示されていないが各基地局があるセルに隣接す
るセルの基地局に対してもそれぞれ設置されている。図８に示される例のように、基地局
２０Ｂ、基地局３２０Ｃ、基地局２０Ｆが各セル内の通信端末と通信中である場合を考え
る。この時、基地局２０Ｂ、基地局２０Ｃ、基地局２０Ｆは各基地局があるセルに隣接し
ているセル、ここでは基地局２０Ａがあるセルに対し自局が通信中である事を利用通知と
して有線路を通じ伝える。基地局２０Ａでは、通信端末から送信要求が通知された時、有
線路を介して得られる情報から基地局２０Ｂ、基地局２０Ｃ、基地局２０Ｆが通信中であ
る事を調べる。また基地局２０Ｄ、基地局２０Ｅ、基地局２０Ｇが通信を行っていない事
を調べる。この中で、基地局２０Ｂ、基地局２０Ｃ、基地局２０Ｆらが使用しているチャ
ネルが各セルに割り当てられたチャネルのみを使用しているのか、未使用チャネルも利用
して通信を行っているのかも情報として得て、その使用スケジュールに関しても把握する
。基地局２０Ａでは、各基地局から得られる情報と、送信要求をしてきた通信端末の端末
能力とを合わせて、適宜、この通信端末と通信を行う為のチャネル割当てを決める。そし
て通信端末に対しリンクチャネル割当てを行う。
【００６４】
　図９は各基地局が隣接セルでの通信状況を把握する方法の一例を示す図である。ここで
は無線路を用い各基地局の状況を把握する。本例では基地局２０Ａが通信状況の把握を行
おうとしている基地局とし、基地局２０Ｂから基地局２０Ｇが隣接セルに配置された基地
局とする。図８とは異なり有線路は引かれていない。この構成において、図９に示される
例のように、基地局２０Ｂ、基地局２０Ｃ、基地局２０Ｆが各セル内の通信端末と通信中
である場合を考える。基地局２０Ａでは、通信端末から送信要求が通知された時、利用周
波数帯域内のキャリアセンスを行い、使用中であるチャネルを調べる。キャリアセンスに
より得られた情報と、送信要求をしてきた通信端末の端末能力とを合わせて、適宜、この
通信端末と通信を行う為のチャネル割当てを決める。そして通信端末に対しリンクチャネ
ル割当てを行う。
【００６５】
　図１０は周波数利用状況の一例を示す図である。ここでは図中央のセル（ＣＨ１）が通
信状況を確認するセル、隣接セルＣＨ２、ＣＨ３、ＣＨ６が通信中のセル、隣接セルＣＨ
４、ＣＨ５、ＣＨ７が通信を行っていないセル、これらの周りのセルは確認対象外のセル
である事を示す。
【００６６】
　図１１は基地局と通信を確立した通信端末との間で通信を行う際の制御シーケンスの一
例を示す図である。ここでは左側が通信端末側で、右側が基地局側であり、それぞれ制御
チャネル、通信チャネルをアクセスできるようになっている。
【００６７】
　制御チャネル、通信チャネルは、例えば多重方式としてＴＤＭＡ／ＴＤＤ(Time Divisi
on Multiple Access/Time division Duplex)方式を用いる場合、同一周波数チャネルに時
間を分割して共存する機能チャネルである。
【００６８】
　基地局からは、各通信端末へアイドルシグナルとなる制御信号Ｓ１を下り回線で間欠的
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に報知する。通信端末側では、この制御信号Ｓ１を間欠的に受信する。このように間欠的
な受信を行うことで、例えば通信端末が内蔵されたバッテリで駆動される装置である場合
には、バッテリの持続時間を長時間化することができる。
【００６９】
　そして、通信端末側で発信要求があると、送信要求信号Ｓ２を上り回線で送信する。基
地局側では、その送信要求信号Ｓ２を受信すると、その信号の内容から通信端末が適正で
あるか判定する。
【００７０】
　ここで基地局側は、利用可能なチャネルの確認を行う。この確認方法については、図８
、図９で示される例を用い行う事ができる。
【００７１】
　このアクセス判定の後に、要求受付信号Ｓ３を伝送して通知する。この情報の中には利
用するチャネルの情報を含む。この通知により、通信端末側では通信に移行し、その後、
通信信号Ｓ４を伝送する通信状態に移行する。
【００７２】
　図１２は基地局の構成の一例を示す図である。ここではインターネット網１２で通信が
行われる場合の例としてあり、ここでの基地局２０は、インターネット網１２に接続され
た回線制御部２１で、網との呼接続などの回線制御を行う。回線制御部２１で分解された
網側からの受信データは、チャネルコーディング／デコーディング部２３に送られ、無線
伝送フォーマットに変換され、この変換されたデータが変調部２４によりＱＰＳＫ変調な
どで変調処理された後、送信部２５で周波数変換や増幅などの送信処理が行われて、アン
テナ２６から通信端末に対して無線送信される。
【００７３】
　また、通信端末側から送信された信号は、アンテナ２６に接続された受信部２７で周波
数変換などの受信処理が行われた後、復調部２８で受信データの復調が行われ、復調され
た受信データをチャネルコーディング／デコーディング部２３に供給して、デコーディン
グ処理を行う。そして、回線制御部２１で組立てされたデータが網側へ送出される。
【００７４】
　なお、基地局２０でのこれらの処理は、中央制御装置(CPU) ２２からバスラインＢＬを
介した制御で実行される。また基地局２０は設置された際に主チャネルのチャネル割当て
を受ける。制御信号等で使用するチャネルは主チャネルを用い、通信端末と回線接続後は
、ＣＰＵ２２からのダイナミックチャネル設定情報に基づきチャネル割当てを行う。ＣＰ
Ｕ２２で行うチャネル割当ての為の情報は、基地局間通信回線制御部２ｌから得られる。
基地局間通信回線制御部２ｌは、基地局間有線路網に接続され、他基地局からの情報を得
るとともに自局の情報を通知する。
【００７５】
　図１３は基地局の構成の別の一例を示す図である。ここではインターネット網１２で通
信が行われる場合の例としてあり、ここでの基地局２０は、インターネット網１２に接続
された回線制御２ａで、網との呼接続などの回線制御を行う。回線制御部２１で分解され
た網側からの受信データは、チャネルコーディング／デコーディング部２３に送られ、無
線伝送フォーマットに変換され、この変換されたデータが変調部２４によりＱＰＳＫ変調
などで変調処理された後、送信部２５で周波数変換や増幅などの送信処理が行われて、ア
ンテナ２６から通信端末に対して無線送信される。
【００７６】
　また、通信端末側から送信された信号は、アンテナ２６に接続された受信部２７で周波
数変換などの受信処理が行われた後、復調部２８で受信データの復調が行われ、復調され
た受信データをチャネルコーディング／デコーディング部２３に供給して、デコーディン
グ処理を行う。そして、回線制御部２１で組立てされたデータが網側へ送出される。
【００７７】
　なお、基地局２０でのこれらの処理は、中央制御装置(CPU) ２２からバスラインＢＬを
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介した制御で実行される。また基地局２０は設置された際に主チャネルのチャネル割当て
を受ける。制御信号等で使用するチャネルは主チャネルを用い、通信端末と回線接続後は
、ＣＰＵ２２からのダイナミックチャネル設定情報に基づきチャネル割当てを行う。ＣＰ
Ｕ２２で行うチャネル割当ての為の情報は、復調部２８から得られる。復調部２８では、
使用可能なチャネルをキャリアセンスをする事により調べる。
【００７８】
　通信端末３０の構成としては、図１４に示すように、アンテナ３１に接続された受信部
３２で周波数変換などの受信処理が行われた後、復調部３３で受信データの復調が行われ
、復調された受信データをチャネルコーディング／デコーディング部３４に供給して、無
線伝送フォーマットからの変換処理を行う。この変換されたデータは、この通信端末３０
の中央制御装置(CPU) ３５に供給されて、表示用に処理された後、表示部３６に供給され
る。
【００７９】
　また、中央制御装置(CPU) ３５に接続された操作部３７の操作などに基づいて生成され
た送信データが、チャネルコーディング／デコーディング部３４に供給されて、無線伝送
フォーマットに変換され、この変換されたデータが変調部３８によりＱＰＳＫ変調などで
変調処理された後、送信部３９で周波数変換や増幅などの送信処理が行われて、アンテナ
３１から基地局に対して無線送信される。この時に設定されるダイナミックチャネル設定
情報は、基地局から通知される要求受付信号より抽出している。
【００８０】
　このようなシステムとしての基地局と通信端末を用意して、インターネット網などに接
続することで、各種コンテンツサーバからのインターネット放送などを、通信端末３０で
受信することができる。
【００８１】
　次に、本例の基地局での処理を説明する。
【００８２】
　基地局２０の全体構成は、上述の図２３に示した従来の基地局１２０と同じ構成である
が、本例では送受信処理のための構成が従来のシングルキャリア方式とは異なり、マルチ
キャリア方式となっている。
【００８３】
　図１５は本例の基地局２０の受信部及び送信部の構成を示す図である。送信、受信兼用
のアンテナ１０１は、アンテナスイッチ１０２を介してローノイズアンプ１０３に接続し
てあり、このローノイズアンプ１０３で増幅された受信信号を、受信ミキサ１０４に供給
して、第１局部発振器１０５のダイナミックチャネル設定情報に基づいた発振出力ｆｌ１
を受信信号に混合して、所定の周波数帯ｆｎの受信信号を中間周波数信号に変換する。
【００８４】
　受信ミキサ１０４が出力する中間周波数信号は、直交検波器１０６に供給して、第２局
部発振器１０７の発振出力ｆｌ２を混合して直交検波し、Ｉ成分とＱ成分とに分離し、そ
の検波されたＩ成分とＱ成分とを、アナログ／ディジタル変換器１０８に供給し、それぞ
れの成分のディジタルデータＩ－Ｄ及びＱ－Ｄを得る。このデータＩ－Ｄ及びＱ－Ｄは、
ディジタルフィルタ１０９に供給し、ダイナミックチャネル設定情報に基づいた周波数成
分のみ通過させる。ディジタルフィルタ１０９が出力する信号は、高速フーリエ変換回路
（ＦＦＴ回路）１１０に供給して、ダイナミックチャネル設定情報に基づいたポイント数
の離散フーリエ変換処理を行い、ポイント数と等しいシンボル数のパラレルデータとする
。
【００８５】
　高速フーリエ変換回路１１０が出力するパラレルデータは、周波数割当て逆変換回路１
１１に供給して、所望のｋシンボルのみを用いた１系列のシリアルデータとし、この変換
されたシリアルデータを受信データとし、データ処理が行われる。
【００８６】
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　送信系では、送信データ（シリアルデータ）を周波数割当て変換回路１１２に供給して
、ｋシンボルを所望の位置に割り当てた送信データをダイナミックチャネル設定情報に基
づいた本数のパラレルデータに変換する。このパラレルデータを、逆フーリエ変換回路（
ＩＦＦＴ回路）１１３に供給して、ダイナミックチャネル設定情報に基づいたポイント数
の逆離散フーリエ変換を行い、直交する時間軸のディジタルベースバンドデータＩ－Ｄ及
びＱ－Ｄを得る。このベースバンドデータＩ－Ｄ及びＱ－Ｄを、ディジタル／アナログ変
換器１１４に供給して、Ｉ成分及びＱ成分のアナログ信号を得る。得られたＩ成分及びＱ
成分の信号は、直交変調器１１５に供給して、第２局部発振器１０７の発振出力ｆｌ２に
基づいて直交変調する。直交変調器１１５で直交変調された信号は、送信ミキサ１１６に
供給して、第１局部発振器１０５のダイナミックチャネル設定情報に基づいた発振出力ｆ
ｌ１を混合して、送信周波数帯ｆｎの信号に周波数変換し、この周波数変換された信号を
パワーアンプ１１７により増幅した後、アンテナスイッチ１０２を介してアンテナ１０１
に供給し、各通信端末に対して無線送信させる。
【００８７】
　このように送信処理を行うことで、この基地局から通信端末に対して伝送される下り回
線の信号は、ダイナミックチャネル設定情報に基づいたマルチキャリア信号になる。
【００８８】
　次に、本例の通信端末３０での処理を説明する。
【００８９】
　図１６は本例の通信端末３０の受信部及び送信部の構成を示す図である。送信、受信兼
用のアンテナ２０１は、アンテナスイッチ２０２を介してローノイズアンプ２０３に接続
してあり、このローノイズアンプ２０３で増幅された受信信号を、受信ミキサ２０４に供
給して、第１局部発振器２０５のダイナミックチャネル設定情報に基づいた発振出力ｆｌ
１を受信信号に混合して、所定の周波数ｆｎの受信信号を中間周波数信号に変換する。
【００９０】
　受信ミキサ２０４が出力する中間周波数信号は、直交検波器２０６に供給して、第２局
部発振器２０７の発振出力ｆｌ２を混合して直交検波し、Ｉ成分とＱ成分とに分離し、そ
の検波されたＩ成分とＱ成分とを、アナログ／ディジタル変換器２０８に供給し、それぞ
れの成分のディジタルデータＩ－Ｄ及びＱ－Ｄを得る。このデータＩ－Ｄ及びＱ－Ｄは、
ディジタルフィルタ２０９に供給し、ダイナミックチャネル設定情報に基づいた周波数成
分のみ通過させる。ディジタルフィルタ２０９が出力する信号は、高速フーリエ変換回路
（ＦＦＴ回路）２１０に供給して、ダイナミックチャネル設定情報に基づいたポイント数
の離散フーリエ変換処理を行い、ポイント数と等しいシンボル数のパラレルデータとする
。
【００９１】
　高速フーリエ変換回路２１０が出力するパラレルデータは、周波数割当て逆変換回路２
１１に供給して、所望のｋシンボルのみを用いた１系列のシリアルデータとし、この変換
されたシリアルデータを受信データとし、得られる受信データをデータ処理部（図示せず
）に供給し、映像表示、音声再生などの各種データ処理が行われる。
【００９２】
　送信系では、送信データ（シリアルデータ）を周波数割当て変換回路２１２に供給して
、ｋシンボルを所望の位置に割り当てた送信データをダイナミックチャネル設定情報に基
づいた本数のパラレルデータに変換する。このパラレルデータを、逆フーリエ変換回路（
ＩＦＦＴ回路）２１３に供給して、ダイナミックチャネル設定情報に基づいたポイント数
の逆離散フーリエ変換を行い、直交する時間軸のディジタルベースバンドデータＩ－Ｄ及
びＱ－Ｄを得る。このベースバンドデータＩ－Ｄ及びＱ－Ｄを、ディジタル／アナログ変
換器２１４に供給して、Ｉ成分及びＱ成分のアナログ信号を得る。得られたＩ成分及びＱ
成分の信号は、直交変調器２１５に供給して、第２局部発振器２０７の発振出力ｆｌ２に
基づいて直交変調する。直交変調器２１５で直交変調された信号は、送信ミキサ２１６に
供給して、第１局部発振器２０５のダイナミックチャネル設定情報に基づいた発振出力ｆ
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ｌ１を混合して、送信周波数帯ｆｎの信号に周波数変換し、この周波数変換された信号を
パワーアンプ２１７により増幅した後、アンテナスイッチ２０２を介してアンテナ２０１
に供給し、基地局に対して無線送信させる。
【００９３】
　このように送信処理を行うことで、この通信端末から基地局に対して伝送される上り回
線の信号は、ダイナミックチャネル設定情報に基づいたマルチキャリア信号になる。
【００９４】
　図１７は基地局と通信端末が通信を行う時の周波数利用状態の一例を示す図である。こ
こでは隣接セルで使われていない他のチャネルも利用した場合で、上側が基地局側で、下
側が通信端末側であり、割り当てられたチャネルを利用して通信を行う。割り当てたチャ
ネルはＣＨ１、ＣＨ２、ＣＨ３、ＣＨ４の連続するチャネルである。例えばサブキャリア
の変調方式にＱＰＳＫ方式を適用し、ＯＦＤＭ方式で設定されるパラメータの１つ、ガー
ドインターバルを１／４とし、使用チャネルを隣接セル３個所のチャネルも使用した、計
４チャネルとすると、この通信回線で得られる最大伝送レートは１０Ｍｂｐｓ程度となる
。これにより周波数の有効利用、通信の高速化が行えるダイナミックチャネル割当てがで
きる。
【００９５】
　ここで、図１７中のＤＣは直流成分を示す。本来図４に示されるようにチャネルの中心
周波数をｆｎとするとき、この周波数がベースバンドの直流成分と対応するように無線ブ
ロックで変調、復調が行われる。しかし、図１７では、４つのチャネルを一塊りで扱って
おり、それらの中心を直流成分にするように無線ブロックで変調、復調が行われることに
なる。なお、図１７中に破線で示されるＤＣに関しては図１８と合わせて後述する。
【００９６】
　図１８は基地局と通信端末が通信を行う時の周波数利用状態の別の一例を示す図である
。ここでは隣接セルで使われていない他のチャネルも利用した場合で、上側が基地局側で
、下側が通信端末側であり、割り当てられたチャネルを利用して通信を行う。割り当てた
チャネルはＣＨ１、ＣＨ４、ＣＨ５、ＣＨ７の不連続なチャネルである。例えばサブキャ
リアの変調方式にＱＰＳＫ方式を適用し、ＯＦＤＭ方式で設定されるパラメータの１つ、
ガードインターバルを１／４とし、使用チャネルを隣接セル３個所のチャネルも使用した
、計４チャネルとすると、この通信回線で得られる最大伝送レートは１０Ｍｂｐｓ程度と
なる。これにより周波数の有効利用、通信の高速化が行えるダイナミックチャネル割当て
ができる。
【００９７】
　なお、図１７と同様に、図１８中のＤＣは直流成分を示す。この場合は、全帯域の中心
を直流成分にすることになる。図１７の場合と共通に扱うために、図１７も全帯域の中心
を直流成分とすることも考えられる。
【００９８】
　図１９は基地局と通信端末が通信を行う時の周波数利用状態の別の一例を示す図である
。ここでは隣接セルで使われていない他のチャネルも利用した場合で、上側が基地局側で
、下側が通信端末側であり、割り当てられたチャネルを利用して通信を行う。割り当てた
チャネルはＣＨ１、ＣＨ４、ＣＨ５、ＣＨ７の不連続なチャネルである。ただし、基地局
は割り当てられたチャネルを全て利用できる能力を持ち、通信端末は受信部のみ割り当て
られたチャネルを全て利用でき、送信部は１チャネル分の信号のみ送信できる能力を持つ
場合を示している。例えばサブキャリアの変調方式にＱＰＳＫ方式を適用し、ＯＦＤＭ方
式で設定されるパラメータの１つ、ガードインターバルを１／４とし、使用チャネルを隣
接セル３個所のチャネルも使用した、計４チャネルとすると、この通信下り回線で得られ
る最大伝送レートは１０Ｍｂｐｓ程度となり、この通信上り回線で得られる最大伝送レー
トは２．５Ｍｂｐｓ程度となる。これにより通信端末の端末能力も容易に考慮した、周波
数の有効利用、通信の高速化が行えるダイナミックチャネル割当てができる。
【００９９】
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　なお、図１７と同様に、図１９中のＤＣは直流成分を示す。ただし、この場合は、下り
回線に対する処理は前述と同様に全帯域の中心が直流成分になるが、上り回線に対する処
理は１チャネル分の中心、又は全帯域の中心を直流成分にすることができる。
【０１００】
　図２０の（Ａ），（Ｂ）は例えば図１５、図１６で用いられる周波数割当て変換回路１
１０，２１０、周波数割当て逆変換回路１１２，２１２のサブキャリア配置（変換）の一
例を示す図である。ここでは周波数割当て変換回路側で送信データ（シリアルデータ）を
ｋシンボルの与えられたチャネルに対応した所望の位置に割り当て、空きキャリアには信
号は配置せずにｍ本のパラレルデータを生成しＩＦＦＴへ供給し、周波数割当て逆変換回
路側でＦＦＴから供給されるｍ本のパラレルデータから与えられたチャネルに対応した所
望のｋシンボルのみを用い受信データ（シリアルデータ）を生成している。
【０１０１】
　次に本構成のままスポット領域に適用した場合について説明する。
【０１０２】
　図２１は基地局と通信端末が通信を行う時の周波数利用状態の一例を示す図である。こ
こでは任意のチャネルを利用した場合で、上側が基地局側で、下側が通信端末側であり、
同じチャネルを利用して通信を行う。例えばサブキャリアの変調方式にＱＰＳＫ方式を適
用し、ＯＦＤＭ方式で設定されるパラメータの１つ、ガードインターバルを１／４とし、
利用したチャネル数を４チャネルとすれば、この通信回線で得られる最大伝送レートは１
０Ｍｂｐｓ程度となる。
【０１０３】
　なお、図１７と同様に、図２１中のＤＣは直流成分を示す。この場合も直流成分を２箇
所選択することができる。
【０１０４】
　図２２は基地局と通信端末が通信を行う時の周波数利用状態の一例を示す図である。こ
こでは全てのチャネルを利用した場合で、上側が基地局側で、下側が通信端末側であり、
同じチャネルを利用して通信を行う。例えばサブキャリアの変調方式にＱＰＳＫ方式を適
用し、ＯＦＤＭ方式で設定されるパラメータの１つ、ガードインターバルを１／４とし、
利用したチャネル数を８チャネルとすれば、この通信回線で得られる最大伝送レートは２
０Ｍｂｐｓ程度となる。
【０１０５】
　図２１、図２２で示されるこれらの通信は、ダイナミックチャネル割当ての中の複数チ
ャネル割当てを、固定割当てとして扱うことが可能で、図１５、図１６で示された基地局
、通信端末の構成をそのまま利用することが可能である。
【０１０６】
　すなわち、通信端末は、同一のハードウェアでダイナミックチャネル割当ての基地局と
固定チャネル割当ての基地局の両方と通信をすることができる。
【０１０７】
　なお、図１７と同様に、図２２中のＤＣは直流成分を示す。
【０１０８】
　ここで、以上の説明では、ダイナミックチャネル設定情報により所望の周波数成分を通
過させるフィルタ１０９をディジタル信号処理部の位置に配置したが、これはここに限ら
れたものではなく、例えばアナログ信号処理部でフィルタリング処理をしてもよい。また
、本発明におけるチャネル配置は、図４に示されるチャネル配置に限定されるものでなく
、例えば、各チャネルを２分割して全帯域の中心に対して対象に配置してもよい。
【０１０９】
　また、図１７などで示したように、中心周波数を選択することができる場合、送信側と
受信側の中心周波数が異なる場合が考えられる。例えば図１８において、通信端末側の送
信部ではｆ１で変調を行い、基地局側の受信部では全帯域の中心を直流成分にするように
復調する場合である。この場合、信号の位相回転量を補正する必要があり、通常、通信端
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末側の受信部にこの機能を設けることになる。なお、事前に基地局側で位相回転を施した
信号を送信する機能を設けるようにしてもよい。
【０１１０】
【発明の効果】
　以上のように、本発明では、一つの周波数チャネルをＤＦＤＭ方式によるマルチキャリ
アで構成し、複数の周波数チャネルをもつ無線データ通信システムにおいて、ダイナミッ
クなチャネル割当てにより、ユーザの伝送速度を周辺セルの状況に応じて可変することが
可能で、ベストエフォートによるインターネットアクセスには最適なシステムを提供する
ことができる。 また隣接する基地局が存在しない基地局配置が行われた場合には、複数
チャネルをひとつのチャネルとして固定的な割当てが可能で、スポットサービスでの最大
伝送速度を高めることが可能である。その上、本発明によるダイナミックチャネル割当て
方法は、基地局、通信端末の送受信部、変復調部を複数持つことなく構成することが可能
であり、各ハードウェアのコストを抑えたシステムを構成可能である。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明が適用される無線アクセスシステムの例を示す構成図である。
【図２】　本発明の基本となる基地局の無線処理の例を示すブロック図である。
【図３】　本発明の基本となる通信端末の無線処理の例を示すブロック図である。
【図４】　本発明の基本となるチャネル割当てを示す図である。
【図５】　本発明の基本となるチャネルとセル構成の関係例を示す図である。
【図６】　本発明の基本となる周波数利用状態の例を示す図である。
【図７】　本発明の基本となる制御シーケンスの例を示す図である。
【図８】　本発明の有線路を用いた通信状況把握方法の例を示す図である。
【図９】　本発明の無線路を用いた通信状況把握方法の例を示す図である。
【図１０】　本発明のセル構成上の周波数利用状況の例を示す図である。
【図１１】　本発明の制御シーケンスの例を示す図である。
【図１２】　本発明の基地局の構成の例を示すブロック図である。
【図１３】　本発明の基地局の構成の例を示すブロック図である。
【図１４】　本発明の通信端末の構成の例を示すブロック図である。
【図１５】　本発明の基地局の無線処理の例を示すブロック図である。
【図１６】　本発明の通信端末の無線処理の例を示すブロック図である。
【図１７】　本発明のダイナミックチャネル割当ての例を示す図である。
【図１８】　本発明のダイナミックチャネル割当ての例を示す図である。
【図１９】　本発明のダイナミックチャネル割当ての例を示す図である。
【図２０】　本発明のサブキャリア配置の例を示す図である。
【図２１】　本発明のスポット利用でのチャネル割当ての例を示す図である。
【図２２】　本発明のスポット利用でのチャネル割当ての例を示す図である。
【図２３】　従来の基地局の構成の例を示すブロック図である。
【図２４】　従来の通信端末の構成の例を示すブロック図である。
【図２５】　従来の周波数利用状態の例を示す図である。
【符号の説明】
　１２ インターネット網、２０ 基地局、２１ 回線制御部、２２ ＣＰＵ、２３ チャネ
ルコーディング／デコーディング部、２４ 変調部、２５ 送信部、２６ アンテナ、２７ 
受信部、２８ 復調部、３０ 通信端末、３１ アンテナ、３２ 受信部、３３ 復調部、３
４ チャネルコーディング／デコーディング部、３５ ＣＰＵ、３６ 表示部、３７ 操作部
３７、３８ 変調部、３９ 送信部、１０１ アンテナ、１０２ アンテナスイッチ、１０３
 ローノイズアンプ、１０４ 受信ミキサ、１０５ 第１局部発振器、１０６ 直交検波器、
１０７ 第２局部発振器、１０８ アナログ／ディジタル変換器、１０９ディジタルフィル
タ、１１０ 高速フーリエ変換回路、１１１ 周波数割当て逆変換回路、１１２ 周波数割
当て変換回路、１１３ 逆フーリエ変換回路、１１４ ディジタル／アナログ変換器、１１
５ 直交変調器、１１６ 送信ミキサ、１１７ パワーアンプ、２０１ アンテナ、２０２ 
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アンテナスイッチ、２０３ローノイズアンプ、２０４ 受信ミキサ、２０５ 第１局部発振
器、２０６直交検波器、２０７ 第２局部発振器、２０８ アナログ／ディジタル変換器、
２０９ ディジタルフィルタ、２１０ 高速フーリエ変換回路、２１１ 周波数割当て逆変
換回路、２１２ 周波数割当て変換回路、２１３ 逆フーリエ変換回路、２１４ ディジタ
ル／アナログ変換器、２１５ 直交変調器、２１６ 送信ミキサ、２１７ パワーアンプ

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】

【図１３】 【図１４】
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【図１５】 【図１６】

【図１７】 【図１８】
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【図２１】 【図２２】
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【図２３】 【図２４】

【図２５】
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